
 

 

令和５年度 

施 政 方 針 

 

 

 

 
令和５年第２回（３月） 

市議会定例会 

 

諫 早 市 



 1 

本 日ここに、令和５年第２回諫早市議会定例会を招

集しましたところ、議員の皆様には御健勝にて御出席

を賜り、厚く御礼申し上げます。  

 

今期定例会に提案しております令和５年度当初予算

案をはじめ、諸議案の御審議をお願いすることに先立

ちまして、私の市政運営への 所信を申し述べさせてい

ただきます。  

 

世界中に大きな影響を及ぼしている 新型コロナウイ

ルスの感染拡大が始まり、今年で４年目を迎えます。

本市はこれまで、ワクチンの積極的な接種や 感染防止

対策の徹底など市民の皆様の御協力を賜りながら、国

や県と緊密に連携を図り、感染症のまん延防止や緊急

経済対策等に力を注いできたところであります。  

今もなお、予断を許すことはできませんが 、国内で

も徐々に新型コロナウイルスと共存しつつ 、以前の生

活を取り戻す動きも出てきており、本年は 、「アフタ

ーコロナ」への道筋を描くための重要な１年であると

考えております。  
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新 型コロナウイルスは、 社会経済活動に深刻な影響

を及ぼした一方で、我が国でもデジタル・オンライン

の活用によるテレワークやワーケーションが実現し、

時間や場所に捉われない新しい生活 スタイルが確立さ

れるなど、社会のあり方に大きな変革をもたらしまし

た。  

そのような中、昨年１２月に は、国において「第２

期まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂

し、来年度からの５年間を計画期間とする「デジタル

田園都市国家構想総合戦略」 が閣議決定されたところ

であります。  

この新たな総合戦略では、 デジタルの力を活用して

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」の

実現を目指すこととされております。  

本市におきましても、 様々な分野でのデジタル化推

進を念頭に「第２期諫早市まち・ひと・しごと 創生総

合戦略」の抜本的な見直しに着手し、将来に向けた地

域ビジョンの再構築を図ってまいります。  

 

 人類共通の課題でも あります「地球温暖化対策」に
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つ きましては、パリ協定で掲げられた国際的目標の達

成に向け、２０５０年までに二酸化炭素等の温 室効果

ガスの排出を実質ゼロにする方針が国において示され

ました。  

 本市におきましても 、今般、市の事務事業に伴って

発 生 す る 温 室 効 果 ガ ス の 新 た な 削 減 目 標 等 を 定 め る

「諫早市地球温暖化対策実行計画」を策定し、カーボ

ンニュートラルに向けた第一歩を踏み出したところで

あります。  

令和５年度には、市全域の脱炭素に向けたシナリオ

や再生可能エネルギー の導入目標値 などを盛り込んだ

推進計画を新たに策定する予定であり、市民の皆様の

御協力も賜りながら「オール諫早」で「ゼロ・カーボ

ンシティ」の実現を目指し てまいります。  

 

 昨年は、不安定な世界情勢 を反映して、全国的には

暗い話題を耳にする機会もありましたが 、本市におい

ては、長年の悲願でもあった 西九州新幹線 の開業をは

じめ、九州最大規模となる大型商業施設の進出が 計画

されるなど、市勢の大きな飛躍を予感させる 明るい出
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来 事があった年でもあります 。  

 昨年１２月には、電子部品大手で国際的に事業展開

をされている「京セラ株式会社」 が、現在整備中であ

る南諫早産業団地の４分の３の面積にあたる 約１５ヘ

クタールを取得し、新たな生産拠点を整備 されること

が発表されました。同社の進出により約１，０００人

の雇用が見込まれており、 移住・定住人口拡大と地域

経済の活性化に大きく寄与するものと期待していると

ころであります。  

 このような成果は、交通の要衝としての利便性はも

とより、優れた人材確保やインフラ環境の優位性など

本市の潜在能力が高く評価された結果であると考えて

おります。  

本市としましては、引き続き、新たな産業団地の計

画など雇用の場の創出に向け た施策を検討するととも

に、市政の重要な柱でもある子育て支援の充実 をはじ

め、快適で安全な住環境の整備、本市の魅力を生かし

た交流人口の拡大など「来てよし、住んでよし、育て

てよし！  あなたのまち・諫早！！」の実現 のため、

力強く市政の推進を図ってまいります。  
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 それでは、令和５年度の具体的な 施策の大綱につき

まして、第２次諫早市総合計画の 体系に従い、御説明

申し上げます。  

 

第１  輝くひとづくり  

（１）健やかなひとづくり  

 全国的に少子化が進行す る中、持続的で活力ある地

域社会を創るためには、未来への投資として 子育て支

援の充実が必要不可欠であります。  

 本市では、子育て世帯の経済的負担の軽減を 図るこ

とを目的として、本年４月から同時在園の第２子に係

る保育料の無償化を実施することとしております。  

 また、国や県と連携し、妊娠期から出産、子育て期

まで一貫して身近で相談に応じ、 個々のニーズに即し

た支援につなぐ 「伴走型相談支援」や、出産準備期か

ら産後期に係る「経済的支援」を実施し、安心して出

産・子育てができる環境整備を推進します。  

 新年度からは、県内全市町で高校生世代に係る福祉

医療費の助成に取り組むこととしており、引き続き県
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や 県内各市町と連携を図り、適切に事業を実施してま

いります。  

 

学校教育におきましては、 物価の高騰が学校給食費

の値上げにつながらないよう 、食材費の上昇分に係る

支援を継続するとともに、学校給食費を公会計化し、

その適正管理と公平性の確保及び教育現場の負担軽減

を図ってまいります。  

 

（２）こころ豊かなひとづくり  

 令和６年度に開催される全国高等学校総合体育大会

（北部九州インターハイ）では、ウェイトリフティン

グとボートの２競技が本市で開催され ます。全国から

訪れる高校生が日頃の成果を存分に発揮できるよう、

実行委員会を組織し、各競技団体や関係機関等と調整

を図りながら万全の準備を整えてまいります。  

 また、本市は 数多くのトップアスリートを輩出して

きた「スポーツのまち」であります。  

 恵まれた体育施設やプロスポーツが身近にある本市

の財産を生かした交流事業等を充実させ 、将来のトッ
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プ アスリートを目指す 子ども達の夢を引き続き応援し

てまいります。  

 

諫早市美術・歴史館は 、平成２６年３月に開館して

以来、市民文化の振興や郷土の歴史を継承する拠点施

設として市民に親しまれております。令和５年 度は「美

術・歴史館開館 １０周年記念事業」としまして、年間

を通して、本市に縁のある文化人や芸術家に関する企

画展等を開催し、市民の芸術文化の振興と郷土愛の醸

成、交流人口の拡大を図ってまいります。  

 

第２  活力あるしごとづくり  

（１）地域特性を活かした農林水産業  

本市の基幹産業 の一つである農業の振興を図るため、

現在県営事業として「正久寺地区」、「宇良・田井原

地区」、「柳新田地区」、「長田東部地区」において

農地の基盤整備事業が実施されております。  

本市としましては、事業主体である県と連携を図り、

担い手農家への農地集積による 経営規模の拡大や農作

業の効率化に大きな効果を発揮する 本事業の推進に努
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め てまいります。  

 

林業の振興につきましては、 国土保全や水源涵養な

ど森林の持つ公益的機能を保全するため 「豊かな森づ

くり基金」などを活用し、間伐 や植栽など広葉樹林や

針葉樹林の整備 を進めるほか 、高性能林業機械の導入

や担い手の育成確保に向けた支援 を実施し、林産業の

収益性の向上を図ります。  

また、森林環境譲与税の活用により、適切な経営管

理が行われていない森林を集約し、 所有者と担い手を

つなぐ「森林経営管理支援事業」 に取り組み、林産業

の振興と森林の適切な管理の両立を目指します。  

 

水産業の振興につきましては 、水産資源の維持・回

復を図るため、魚介類の育成の場となる 藻場や浅場等

の保全に対する 支援や、水産物の付加価値向上と産地

化を目指して「諫早湾岩ガキ」や「橘湾ヒオウギ貝」

の試験養殖に対する支援を継続する など、諫早湾、橘

湾、大村湾の「３つの海」が持つそれぞれの海域 特性

を生かした「つくり育てる漁業」を推進 します。  
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（ ２）地域資源を活かした観光・物産  

西九州新幹線の開業効果を市勢振興に生かすため 、

東京などの都市部において本市の優れた物産を広く知

っていただく「いさはやマルシェ」を開催するほか、

行政と民間が一体となった開業１周年記念イベント の

開催や、福岡県内の主要駅と長崎駅のデジタルサイネ

ージを活用したＰＲの展開など積極的に本市の魅力を

発信してまいります。  

また、全国から多くの方々にお越しいただけるよう 、

各種大会やスポーツ合宿等に係る助成金 の交付制度を

拡充するなど交流人口の拡大と地域経済の活性化を推

進します。  

 

令和６年度の完成を目指し、道路管理者である県と

の一体型で整備を進めている「（仮称）道の 駅２５１」

につきましては、昨年１０月に基本設計が 完了し、現

在は、実施設計 と並行して、市民の皆様に末永く親し

まれる愛称の決定に向けた手続きを進めております。  

新年度からは、 用地の取得や土木・建築工事、道の
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駅 の登録手続に着手するなど、 関係各位の御協力を賜

りながら、魅力ある地場産品 を生かして、本市初とな

る道の駅の整備を着実に推進してまいります。  

 

 国営諫早湾干拓事業によって創出さ れ、国土交通省

から「都市・地域再生等利用区域」として指定されて

いる深海地先と黒崎地先の干陸地においては、 コスモ

スの植栽やそばの栽培など 地元ボランティアの皆様が

景観の整備に取り組まれており、昨年３年ぶりに開催

された「３００万本のコスモスまつり」には、市内外

から約２万人の来場者を集め、大きな賑わいを見せま

した。  

 また、本明川下流域のボートコースが 来年のパリオ

リンピックに向けた「ＪＯＣ認定競技別強化センター」

に位置付けられたほか、深海地先にはクロスカントリ

ーコースが整備されており 、交流人口の拡大に向けた

賑わいのある交流拠点として、本市の豊かな地域資源

の活用を図ってまいります。  

 

第３  魅力あるまちづくり  
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（ １）安全なまちづくり  

 自然災害が頻発化、激甚化する中、「災害に強いま

ちづくり」を実現するためには、行政機関が行う「公

助」だけではなく、市民一人ひとりの「自助」の意識

と、住民同士が助け合う「共助」の精神に基づく 防災・

減災への取組が重要であります。  

本市においては、地域で自主的に避難所を 開設でき

るよう、地区公民館等の施設整備に係る支援を拡充す

るほか、本明川流域の コミュニティタイムライン作成

や、地域における防災の担い手となる 防災士の資格取

得に係る支援を実施し、地域防災力の強化 を図ります。 

 また、防災情報の発信につきましても、防災行政無

線による放送内容を文字で可視化し、ホームページで

確認できるようにするなど、より確実な防災情報の伝

達に努めてまいります。  

 

 市民の安全を守るため、日夜活動していただ いてい

る消防団につきましては、 全国的に団員の確保が 課題

となる中、地域消防力の維持・強化が急務であります。  

本市では、令和元年から消防団内に「消防団組織再
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編 協議会」を設置し、組織のあ り方について検討を進

めており、今般、地元後援会等との協議が整ったこと

から、本年４月１日付けで支団制を廃止し、２０個分

団に再編した新たな組織体制のもと「安全なまちづく

り」に御貢献いただくこととしております。  

 

 「本明川ダム建設事業」 は、諫早大水害相当規模の

雨量に対する本明川の洪水調節と、良好な河川環境を

図るための維持用水等の確保を目的としており ます。

来月には付替県道の開通が予定されており、今後も事

業の着実な進捗が図られるものと期待しているところ

です。  

本市としましては、「安全なまちづくり」のため欠

かすことのできない本明川ダムの早期完成を国に対し

て強く要望するとともに、ダム周辺地域の振興対策に

つきましても、国において決定された「水源地域整備

計画」に基づき、国や県と連携を図りながら、適 切に

取り組んでまいります。  

 

また、急傾斜地崩壊危険区域の対策工事を実施する
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「 市営急傾斜地 崩壊対策事業」や、市が管理する河川

等に堆積した土砂の浚渫を重点的に実施する「緊急浚

渫推進事業」につきましても、事前防災の観点から、

計画的に事業の 推進を図ります。  

 

（２）安心なまちづくり  

 持続的な地域 社会を創るためには、高齢者の皆様が 、

住み慣れた地域で、安心して健康的な日常生活が 営め

る環境を整備する必要があります。  

本市においては、新たに 「いさはやシニアおでかけ

支援事業」として、７５歳以上の市民を対象とした交

通費の一部助成 を行い、高齢者の外出機会の拡大によ

る社会参加の促進と健康増進 に寄与してまいりたいと

考えております。  

 また、社会問題となっている高齢ドライバーによる

重大事故を防止する観点から、６５歳以上の 方に対す

る運転免許返納に係る 支援も併せて実施することとし

ております。  

 なお、高齢者の移動手段の確保をはじめ、公共交通

の維持、交通空白地への対応 など地域の交通を取り巻
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く 課題と将来の交通体系のあり方 を整理した「諫早市

地域公共交通計画」を近く策定し、課題の解決に向け

た施策を推進してまいります 。  

 

（３）快適なまちづくり  

市民生活を支える道路や水路、交通安全施設等の維

持補修や小規模改良などにつきましては、 地域のニー

ズに迅速かつ、きめ細やかに対応する「すみよか事業」

を引き続き実施し、安全で快適な生活環境づくり を推

進します。  

 

幹線道路網の整備につきましては、 現在、国におい

て「国道３４号大村・諫早拡幅」及び高規格道路「島

原道路」の一部を含む 「国道５７号森山拡幅」 の整備

が順調に進められており ます。  

森山拡幅事業のうち「森山東インターチェンジ・森

山西インターチェンジ区間」 約３．３キロメートルが

令和５年度中に開通する見通しであることが発表さ れ

ており、交通量の分散による渋滞解消に大きく寄与す

るものと期待しております。  
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ま た、県により整備が進めてられております 「国道

２０７号の佐瀬拡幅」、長田バイパスを延伸する「東

長田拡幅」、「県道久山港線」、「県道諫早飯盛線」、

「県道有喜本諫早停車場線」、「県道田結久山線」 の

各路線の整備につきましても順調に事業の進捗が図ら

れるものと考えております。  

交通の要衝である本市の市勢振興に欠かすことので

きない広域道路ネットワークの 実現に向け、現在整備

中である幹線道路の早期完成のほか、有明海沿岸道路

の鹿島・諫早間延伸の早期事業化など、沿線自治体と

も連携を図りながら、 引き続き国や県に対し、 強く要

望してまいります。  

 また、現在、優先度が高い四面橋交差点付近や山下

渕桟橋付近の整備を進めている「市道上宇戸橋公園線」

をはじめ、南諫早産業団地と県道諫早飯盛線を結ぶ「市

道栗面小ヶ倉線」ほか１路線の拡幅整備など、 利便性

の高い快適なまちづくりを支える 幹線市道の整備につ

きましても、着実に事業を推進してまいります。  

 

 定住人口拡大や地域コミュニティ維持への取組とし
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ま して、有識者による「諫早市の新しい都市計画検討

委員会」の開催や、市民３，０００ 人を対象としたア

ンケート調査の 実施など、「線引き制度の廃止」を含

めた将来の土地利用政策のあり方につきまして、 幅広

い御意見を頂戴しているところであります 。  

全国的に進む少子高齢化 や人口減少に対応するため

にも、この新たな土地利用政策が 諫早市の未来にとっ

て真に有益なものとなるよう 、スピード感をもって更

なる検討を進めてまいり ます。  

また、農振農用地区域につきましても、優良な農地

は確保しつつ、定住促進が見込まれる区域においては 、

土地利用の現状に即した機動的な運用を図ってまいり

ます。  

 

 諫早の魅力を伝える情報発信や地 域交流活動など多

方面で活躍されている「地域おこし協力隊」につきま

しては、令和４年度に空き家の利活用や小長井地域の

活性化を目的とした新規隊員 を採用するなど、体制の

拡充を図っており、新年度においても、人口減少によ

り複式学級の小中学校を有する多良見地域と飯盛地域
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を 主な活動拠点 とする新規隊員２名の採用を予定して

おります。  

合計６名体制となる隊員の連携が更なる相乗効果 を

生み出し、より一層、 地域の活性化 に寄与していただ

けるものと期待しております。  

 

第４  計画実現に向けた基本姿勢  

（１）  市民目線の行政  

 デジタル技術の向上により社会のあり方 も大きな変

革の時期を迎えております。昨年６月には国において

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が 改訂され、

今後の社会ビジョンとして 「デジタルの活用により、

一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことがで

き、多様な幸せが実現できる社会」を目指すこととさ

れました。  

このビジョンを実現するためには、住民に身近な行

政を担う自治体の役割が極めて重要であると考えてお

り、本市においては、来月中にも「諫早市ＤＸ推進計

画」を策定し、行政分野のデジタル化 を推進していく

こととしております。  
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今 後は、この計画に基 づき、行政手続のオンライン

化やマイナンバーカードを活用した住民票 などのコン

ビニ交付サービスの導入とともに、来庁者の負担を軽

減する新たな窓口の設置など、市民の皆様の利便性向

上に向けた施策を着実に推進します。  

併せて、ＡＩやＲＰＡなどのデジタル技術を積極的

に活用しながら更なる業務効率化を図り、行政サービ

スの向上に努めてまいります。  

 

ふるさと納税につきましては、寄附 の受入額が順調

に伸びており、令和４年度は、 既に１０億円を超え、

前年度実績を大きく上回る御寄附をいただいておりま

す。今後も新たな返礼品の開発や提供事業 者の新規開

拓、全国に向けたＰＲの強化などに取り組み、寄附受

入額の更なる増加に努めてまいります。  

 

令和５年度の一般会計当初予算につきましては、少

子高齢化や人口減少をはじめ、物価高、地球温暖化な

どの社会課題に対応するため、子ども・子育て支援の

充実や、すべての世代が安全・安心で輝ける暮らしづ
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く りなどの施策に積極的に取り組んでいく「新しい諫

早へ飛躍するチャレンジ予算」として編成いたしまし

た。  

 一般会計の総額は６６３億２，０００万円となり、

前年度当初予算と比較して５％の増となるほか、特別

会計は、国民健康保険事業会 計など５つの事業会計の

合計で３２９億２，１１０万円を計上しております。  

 また、令和４年度の一般会計補正予算につきまして

は、国の補正予算に伴う事業や地方バス路線の維持対

策費など２１億９，７００万円を追加し、補正後の予

算総額は７２７億８００万円、前年度同期と比較して

４．１％の減となるものであります。  

 

 本年は、我が国が新型コロナウイルス感染症の影響

から日常を取り戻すと同時に、国際平和秩序の確立や 、

深刻さを増す気候変動問題への対応 、少子高齢化・人

口減少対策など将来にわたって 持続可能な社会を創る

ための大きな転換点となることが予想されています。  

本市においても 西九州新幹線の開業など１００年に

一度と言われるこの大きな変革の時期を市勢振興の絶
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好 の機会と捉え、未来を担う子ども達に 魅力と活力に

あふれた「郷土・諫早」を引き継いでいけるよう、 本

市の将来を見据えたビジョンを描きつつ、 諸課題の解

決に向け、チャレンジと連携の姿勢で 真摯に取り組ん

でまいります。  

 

議員各位並びに市民の皆様におかれましては、一層

の御支援と御理解を賜りますようお願い申し上げ、私

の市政運営についての所信とさせていただきます。  

 

このほか、今期定例会に提出しております各議案に

つきましては、関係部局長より説明をさせますので、

ご了承を賜りたいと思います。  

なお、追加議案として人事案件を予定しております。 

よろしくご審議を賜りますようお 願い申し上げます。 

 

ご清聴ありがとうございました。  


